
１．事業が属する業種毎の最近１年間の売上高

①

②

③

④

⑤

※

（　　　　　　　　　　　　　　　）…Ｚです。

※

２．｢上昇率」に該当する項目の算出方法(２０％以上)

（１）　Ｚの業種合計

①

②

①÷②=Ｅ 円

③

④

③÷④=ｅ 円

上昇率の算出 Ｅ÷ｅ×１００－１００ ％

３．「依存率」に該当する項目の算出方法（２０％以上）

Ｃ

Ｓ

依存率の算出 Ｓ÷Ｃ×１００ ％

※

（申請書ロ‐③の添付書類）

５号認定（ロ）用参考資料

日本標準産業分類
細分類番号 業種 指定※ 金額 割合

指定業種のうち、原油等の価格の上昇を製品等の価格に転嫁できていない業種は

（　　）内に整理番号を記入してください。複数可

Ｅ：原油等の仕入れ単価 令和　　　年　　　月

月購入金額 円

セーフティネット保証５号の指定業種であれば○、指定外であれば×を記入してください

前年の月購入金額 円

前年の月購入数量(ℓ等) ℓ等

月購入数量(ℓ等) ℓ等

ｅ：Ｅの期間に対応する前年の原油等の仕入れ単価 令和　　　年　　　月

Ｃの売上原価に対応するＺの業種に係る原油等の仕入れ価格 円

最新の売上原価及び原油等の仕入価格は、直近の決算期の値を用いることも可能です。

≪　裏面につづく　≫

令和　　　年　　　月

申し込み時点における最新の売上原価 円



４．「Ｐ１」　Ｚの業種に係る項目の算出方法（Ｐ１＞０）

円 円 円 ⑤ 円

⑤÷３＝Ａ１ 円

円 円 円 ⑥ 円

⑥÷３＝ａ１ 円

Ｂ１：申し込み時点における最近３ヶ月間のＺの業種に係る月平均売上高

円 円 円 ⑦ 円

⑦÷３＝Ｂ１ 円

ｂ１：Ｂの期間に対応する前年３ヶ月間のＺの業種に係る月平均売上高

円 円 円 ⑧ 円

⑧÷３＝ｂ１ 円

製品等価格への転嫁の状況の算出　　(Ａ１÷Ｂ１)－(ａ１÷ｂ１)＝　　　　　　　　　…Ｐ１

５．「Ｐ２」　全体に係る項目の算出方法（Ｐ２＞０）

Ｂ２：申し込み時点における最近３ヶ月間の全体の月平均売上高

円 円 円 ⑨ 円

⑨÷３＝Ｂ２ 円

ｂ２：Ｂ２の期間に対応する前年３ヶ月間の全体の月平均売上高

円 円 円 ⑩ 円

⑩÷３＝ｂ２ 円

製品等価格への転嫁の状況の算出　　(Ａ１÷Ｂ２)－(ａ１÷ｂ２)＝　　　　　　　　　…Ｐ２

上記のとおり相違ありません。

令和　　　年　　　月　　　日 (申請者）　　 住所

商号又は名称

代表者氏名

電話番号 ‐ ‐

原油等の仕入れ価格

Ａ１：申し込み時点における最近３ヶ月間のＺの業種に係る原油等の月平均仕入

令和　　　年　　　月 月 月 合計

原油等の仕入れ価格

ａ１：Ａの期間に対応する前年３ヶ月間のＺの業種に係る原油等

令和　　　年　　　月 月 月 合計

令和　　　年　　　月 月 月 合計
売上高

売上高

令和　　　年　　　月 月 月 合計

令和　　　年　　　月 月 月 合計
売上高

本書類の他に、以下の書類の写しの添付が必要です。
①業種が確認できる書類（履歴事項全部証明書、許認可証など）
②売上高が分かる書類（試算表や売上台帳など）

売上高
令和　　　年　　　月 月 月 合計

印


